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発達障害を有する子どもへの教育における合理的配慮
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Making reasonable accommodation in education for children with developmental 
disabilities 
Kaori IWATA*
“Reasonable accommodation” refers to the execution of separate adjustments and 
modifications according to the particularities of individual disabilities and settings so that people 
with disabilities, as well as having their human rights guaranteed, will be able to participate in 
education, employment, and other aspects of social life on the basis of equality. Japan’s “Law 
Concerning the Promotion of the Elimination of Discrimination on the Basis of Disability (Disability 
Discrimination Act)”, effective as of April 2016, means that the provision of reasonable 
accommodation is now required for places of business, which include government offices, schools, and 
the industrial sector. 
In the context of schools, the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology 
of Japan has listed eleven items together with the following three perspectives for possible 
implementation to meet the reasonable accommodation needs: (1) educational content and methods, 
(2) support systems, and (3) facilities and maintenance.
In this paper, I summarize the relevant issues based on specific initiatives with regard to 
reasonable accommodation in educational settings, particularly toward students with developmental 
disabilities. 
1 合理的配慮とは 
どのような人も個性を有している。その個性を尊重され、
過ごしやすい社会であることが理想ではあるが、「障害」
とされる特定の心身の状態については、「個性」としての
理解と尊重はいまだ留保されているのが現状であろう。障
害のある人々、子ども、またその家族は、生きにくい社会
の構造、社会的規範や価値観に直面することが少なくない。 
こうした状況を変えていくための概念が「合理的配慮」
である。障害に対して適切な配慮が提供されることによっ
て、障害があったとしても日常生活や社会生活を送りやす
くなり、個性や能力、強みを発揮することが可能になると
期待されている。
この合理的配慮を社会的にいかに整備していくかとい
うことが課題となるが、日本では 2016 年 4 月から施行さ
れた「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
（通称；障害者差別解消法）」に合理的配慮の提供が規定
されたことで、今後、具体的に対策が進められていくこと
となる。
合理的配慮とは、障害のある人障害のない人と平等に人
権を享受できるよう、一人ひとりの特徴や場面に応じて発
生する障害や困難さを取り除くための個別の調整や変更
を意味する。
そもそも合理的配慮とは、2006 年に国連総会で採択さ
れた「障害者の権利に関する条約（通称；障害者権利条約）」
に次のように規定されている。
２ 教育における合理的配慮
障害者権利条約「第 24 条 教育」には、教育における
障害者の権利を認め、この権利を差別なしに、かつ、機会
の均等を基礎として実現するため、障害者を包容する教育
制度（inclusive education system）等を確保することとし、
その権利の実現にあたり確保するものの一つとして「個人
に必要とされる合理的配慮が提供されること」を規定して
いる。
日本では、文部科学省が「合理的配慮等環境整備ワーキ
ンググループ」を設置し、学校における環境整備について
検討を行ってきた。ワーキンググループ報告（平成 24 年）
にはその観点が次の通り整理されている。
合理的配慮の観点(1) 教育内容・方法 
(1)-1 教育内容 
(1)-1-1 学習上又は生活上の困難を改善・克服するため
の配慮
(1)-1-2 学習内容の変更・調整 
(1)-2 教育方法 
(1)-2-1 情報・コミュニケーション及び教材の配慮 
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(1)-2-2 学習機会や体験の確保 
(1)-2-3 心理面・健康面の配慮 
合理的配慮の観点(2) 支援体制 
(2)-1 専門性のある指導体制の整備 
(2)-2 幼児児童生徒、教職員、保護者、地域の理解啓発を
図るための配慮
(2)-3 災害時の支援体制の整備 
合理的配慮の観点(3) 施設・設備 
(3)-1 校内環境のバリアフリー化 
(3)-2 発達、障害の状態及び特性等に応じた指導ができる
施設・設備の配慮
(3)-3 災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮 
2015 年 11 月には文部科学省より障害者差別解消法に関
する対応指針が示された。1) 合理的配慮の基本的考え方と
して、「障害者から現に社会的障壁の除去を必要としてい
る旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う
負担が過重ではないときは、障害者の権利権益を侵害する
こととならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の
状態に応じて、社会的障壁の除去について必要かつ合理的
な配慮をするよう努めなければならない」としている。ま
た合理的配慮の具体例が示されている（指針別紙１）。た
とえば意思疎通の配慮として、意思疎通が困難な障害者に
対し、絵や写真カード、コミュニケーションボード、タブ
レット端末等の ICT 機器の活用や、質問内容の配慮（クロ
ーズドクエスチョンの提示等）など意思確認、本人の自己
選択・自己決定を支援することが求められている。
また、適切な人間関係の形成に困難がある児童生徒のた
めに学習活動におけるグループ編成時の配慮（事前説明や
意向の確認等）等が例示されている。
実際に合理的配慮を進めていくに当たっては、本人の思
いを尊重しつつ、子ども自身による意思表示が難しいこと
が想定されるため、保護者と相談しつつ、同時に教育的配
慮を勘案しつつ、障害特性に合わせた配慮の提供が求めら
れる。
学校生活では、授業、成績評価、行事さらには学校にお
ける日常生活部分、たとえば食事や排せつ、人間関係など、
広範にわたる多様な場面での配慮が求められる。障害特性
の多様性を考えると、提供される合理的配慮も多岐にわた
り個別性が高くなる。さらに、技術的な進展や学校現場に
おける工夫、融通性を加味していくべきであり、就学、進
級、進学などのライフイベントでの適切な対応も重要な課
題となる。
３ 発達障害児に対する合理的配慮
発達障害支援法（平成 17 年）では、発達障害を「自閉
症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障害、学習
障害、注意欠陥多動性障害、その他これに類する脳機能の
障害」と定義している。つまり脳機能になんらかの障害や
不具合があり、そのために特有の症状、特性を発現する状
態を指す。
教育現場では、こうした特性は児童・生徒の困った行動、
学習の躓きとして認識されやすい。文部科学省の 2012 年
調査によれば 2) 通常の学級に「知的な発達に遅れはないも
のの、学習面や行動面で著しい困難をもつと担任教師が判
断した児童・生徒」が全体の 6.5%いると報告されている。
発達障害は疑われている子どもの割合は、この 6.5％のう
ち学習障害が 4.5%（約 42 万人）、注意欠陥多動性障害が
3.1%（約 29 万人）、高機能自閉症が 1.1%（約 10 万人）と
なっている。
しかし現実的には、発達障害のわかりにくさや、偏りに
加え、診断の付きにくさ、診断基準自体の変更 3） 等によ
り、気づかれない、理解されないというケースも決して少
なくない。また、学習障害、注意欠陥多動性障害、自閉症
の各障害の明確な線引きが難しく、発達障害スペクトラム
としてとらえる見方もある。
発達障害児を取り巻く学校環境も変化を求められるよ
うになる。障害者差別解消法にてらせば、合理的配慮の提
供は、障害を持つ児童・生徒への特別扱いではなく、法令
遵守に相当する案件となるのである。発達障害は、当事者
にとっても、周囲の者にとってもわかりにくい、理解しに
くいということが指摘されており、かつ比較的近年教育現
場で関心が寄せられるようになってきた。このことから発
達障害児への対応は、なにが適切なのか模索が続いており、
ともすれば前例がないということが障壁になることもあ
る。しかし、合理的配慮をしない、ということが差別に当
たる。
文部科学省が示す発達障害児等に提供される発達障害
等の合理的配慮の例示は次のとおりである。
［共通］
 バリアフリー・ユニバーサルデザインの観点を踏まえ
た障害の状態に応じた適切な施設整備
 障害の状態に応じた身体活動スペースや遊具・運動器
具等の確保
 障害の状態に応じた専門性を有する教員等の配置
 移動や日常生活の介助及び学習面を支援する人材の
配置
 障害の状態を踏まえた指導の方法等について指導・助
言する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士及び心理
学の専門家等の確保
 点字、手話、デジタル教材等のコミュニケーション手
段の確保
 一人一人の状態に応じた教材等の確保（デジタル教材、
ICT 機器等の利用）
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［知的障害］
 生活能力や職業能力を育むための生活訓練室や日常
生活用具、作業室等の確保
 漢字の読みなどに対する補完的な対応
[言語障害] 
 スピーチについての配慮
[情緒障害] 
 個別学習や情緒安定のための小部屋等の確保
 対人関係の状態に対する配慮
[LD・ADHD・自閉症等の発達障害] 
 個別指導のためのコンピューター、デジタル教材、小
部屋の確保
 クールダウンするための小部屋の確保
 口頭の指導だけでなく、板書、メモ等による情報掲示
こうした対応には前提として、教育現場における発達障
害を有する児童生徒の直面する課題を、教員が理解するこ
とが重要となろう。診断基準に照らし、学校での児童・生
徒の困難さは以下のように想定できる。
 授業に集中できない
 教室でじっと座っていられない／教室を出てしまう
 教諭からの質問に答えられない
 文字を読むことが苦手／字がうまくかけない
 数字、数、数量の概念形成が難しい／計算ができない
 体育、運動が苦手
 道具を使うことが極端に苦手または得意
 忘れ物が多く、整理整頓ができない
 ルールや係り活動、順番、役割分担の理解がうすい
 相手の気持ちが読めない／一方的に話し、相手の話を
聞かない
 変更に対応することが苦手／自分の手順や決め事に
こだわる
 パニックを起こす
発達障害を有する児童生徒への対応は、学習指導、成績
評価に集約できない課題を含んでいるといえる。実際に合
理的配慮を進めていくに当たっては、本人の思いを尊重す
ることが第一義的に重要であるが、年齢によって、また発
達障害の障害特性によって、子ども自身による意思表示が
難しいことも考慮にいれて対応することが必要となる。 
学校生活では、授業、成績評価、行事さらには学校にお
ける日常生活部分、たとえば食事や排せつ、人間関係など、
広範にわたる多様な場面での配慮が求められることとな
る。障害特性の多様性を考えると、提供される合理的配慮
も多岐にわたり個別性が高くなる。さらに、技術的な進展
や学校現場における工夫、融通性を加味していくべきであ
り、就学、進級、進学などのライフイベントでの適切な対
応も重要な課題となる。
他の児童生徒との平等性、公平性を確保するためにも、
教育的配慮と、障害特性に合わせた配慮のバランスを検討
する提供が求められることになろう。
４ 今後の方向性
先に示した通り合理的配慮の基本的考え方が障害者自
らの意思表明を前提としていることを踏まえるならば、教
育現場においては各科目・教科で一定の成果を上げるだけ
でなく、子どもたちを支援する中で、環境や状況に適応す
る力を伸ばし人間関係や集団行動における自分にあった
振る舞いのスタイルを身に着けられるように指導するこ
とも重要である。個々の問題に周囲が気づき支援するとい
うだけでなく、本人が自分の状態や特性を他者に伝えるこ
とも肝要である。
教育現場では、学習の習得だけでなく社会生活を営むう
えでの技能、ソーシャルスキル指導にも関心が払われるべ
きである。SST 指導プログラムには、固定的なマニュアル
によるというよりも、対象者、指導機関によって種々の取
り組みが展開している。実践事例や成果を参照し、取り入
れる工夫が有効である。
さらに基本的には社会的障壁の除去を必要としている
場合に合理的配慮を提供するという点も重要である。発達
障害児・者の適応力の伸長のみに焦点化すると、何が社会
的障壁になっているのかという分析的な視点を失いやす
い。児童生徒を取り巻く環境に関心を払う場合、学校全体
で取り組みを支援する体制づくりや、外部の専門家のコン
サルテーションや連携を取り入れることが必要となる。近
縁の特別支援教育体制の整備には、こうした発達障害児へ
の支援・指導も視野に入れられていることから、特別支援
教育支援員の活用なども効果的と考えられる。また、当該
児童の保護者はもちろん、クラスメイト等他児の保護者の
理解を得ることも重要なポイントとなる。
障害に対する合理的配慮とは、障害がその人と周りの環
境の相互作用の中で生じることを認識し、だれもが過ごし
やすい社会を創り上げることを目指すものである。発達障
害児に対する教育現場における合理的配慮も当然、教科ご
との成果や各学校教育期間に限定せず、本人の社会的自立
を視野にいれた一貫性、継続性を保証する支援・教育のあ
り方がさらに検討されることが重要となる。
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